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（会長） 

 それでは本日の議事次第にございます協議事頄として、次期食の安心・安全

行動計画案の概要を核にご意見をお聞かせいただきたいと思います。 

 事務局から説明をお願いします。 

 

（事務局） 

 資料１について説明させていただきます。１ページでございます。これは前

回の審議会でもお示ししたスケジュールでございますが、今回は第３次の計画

策定になります。スケジュールに掲げておりますように、今回の審議会では、

概要案ということでご審議いただき、その内容を踏まえて６月の議会に報告し

ていきたいと思っております。その後、９月、１２月に審議会を開催しまして、

そこでの審議を踏まえて、最終的には１２月議会での議決を得ようと考えてお

ります。 

 次に、３ページ４ページで計画案の概要を示しております。最初に行動計画

策定の趣旨でございます。現在まで１次、２次の計画に基づき、食の安心・安

全のための様々な取り組みを行ってきたところでございます。現在は第２次の

計画ということで取り組んでおり、後ろの４ページの枠囲いの平成２２年から

２４年までの行動計画ということで、当初課題で書いておりますようなこの４

つの課題の解決に向けて取り組んでおります。 

具体的な行動数値目標につきましては、９ページの資料２をお願いします。

これは、この期間におきます数値目標ということで、３９の目標を設定してお

ります。前回、３月の審議会でもお示ししたものでございますけれども、最終

的に数値を確定したものがこれでございます。１０ページを見ていただきたい

と思います。大きな柱ということで、１、相互理解と府民参画、２、監視・指

導の強化、３、安心・安全の基盤づくりと柱立てしておりまして、１と２につ

いては、数値目標すべてを達成しております。３番目につきましては、１４の

数値目標のうち、１０頄目達成しておりますが、残りの４つについては、未達

成という状況になっておりまして、現時点での課題と認識しております。 

そのようなことで取り組んでいるところでございますけども、資料の３ペー

ジをご覧ください。現在の第２次の行動計画を策定した以降新たな事案としま

して、食品の放射性物質汚染に対する不安や、牛肉などの生食に伴う食中毒事

件、引き続き発生しております食品の偽装表示などがあります。それに加えま

して、ＩＴの進展に伴いまして、信頼できる情報が不足していることにより、

依然として食の不安が解消されない状況にございます。 

このような中で、次期の計画につきましては、現行の行動計画の枠組みを継
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承しつつ、２５年度から２７年度の新たな目標施策等を明らかにしようとして

いるものでございます。 

次に、行動計画の枠組みをご覧ください。第１章では、食を取り巻く現状及

び課題、第２章につきましては、計画の基本的な考え方といたしまして、第１

章の①にあります食品の放射性物質への不安、②にあります情報の氾濫と信頼

できる情報の不足が食の不安を拡大していると、３番目としまして、③にあり

ます牛肉の生食に伴う食中毒事件や、産地偽装の続発、という現状課題を踏ま

えまして、従来の取り組みの強化と新たな課題への対応を通じ、府民の食に対

する安心感の向上をはかりたいと考えております。 

第３章の取り組みの展開でございます。 

第２章を踏まえまして、取り組みの具体的な展開方策を４つの柱立てとして

記載しております。①の第１の柱でございますけども、昨年度から実施してお

ります放射性物質に係る流通食品、府内産農林水産物のモニタリング検査の継

続・強化、あわせてこれらの結果につきまして、府民に丁寧に情報提供いたし

まして、理解促進をはかろうとするものでございます。 

②の第２の柱でございます。食の安心・安全に関する情報について、府民と

の情報共有をはかるということを考えております。具体的には、マスメディア

など多様な媒体を通じて府民との情報の共有をはかり、双方向の情報交換を通

じて、府民参画を広げるとともに、食について学ぶ機会の充実をはかろうとす

るものでございます。 

第３の柱でございます。生産・製造された食品の安全性を担保するとともに、

流通食品の適正表示を徹底するために、従来行っております検査・指導・啓発

の強化に加えまして、食品の表示につきましては、科学的検査による効果的な

監視を行うとともに、事業者向けの講習会や相談窓口の充実をはかり、これら

の取り組みを一層強化しようと考えております。 

４ページをお願いします。④の第４の柱でございます。第４の柱につきまし

ては、第３の柱の監視・指導に対しまして、事業者支援の取り組みとして、食

品を生産・製造する生産者、事業者が取り組んでおられる農産物の生産工程管

理手法、京都こだわり農法、加工食品の品質管理向上など、安全性が向上され

る取り組みに対しまして、府としても消費者にＰＲしようとするものでござい

ます。 

第４章の行動計画の管理・公表でございますが、行動計画に基づく施策の実

施状況を従来どおり公表していこうと考えております。 

真ん中から現時点での実施状況を示しております。先ほども尐し説明しまし

たように、９０％の頄目で目標達成はしておりますけども、一番下の課題に書

いてありますように、①、②、③、それぞれの事頄について、次年度の行動計
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画の枠組みに反映させております。 

次、資料の５ページをお願いいたします。これは参考資料ということですが、

左から１次、２次、それから一番右が今回の次期計画と流れを示しております。

基本的な考え方につきましては、先ほどの４本の柱という形で示したものをこ

こで記載しております。新規計画の一番下の具体的な取り組みにつきましては、

今後、新しく、あるいは強化する取り組みとして３つ掲げておりまして、安心

確保のための放射性物質等の検査、多様な広報媒体を活用した府民目線の効果

的な情報提供、相談窓口等の充実ということで、新たな取り組みを考えている

ということでございます。 

それから、こちらも参考資料ですけれども、６ページをお願いします。これ

は上に書いておりますように、京都府立大学で行われました地域貢献型特別研

究の成果でございます。これは、府民の安心・安全に対する意識ということで、

大学生を対象に実施された調査でございますが、この下の成果を見ていただい

たらおわかりかと思うのですが、情報の入手元としては、インターネットやテ

レビがやはり重要な位置を占めているという中で、それに対する感想につきま

しては、行政、専門家からの説明がわかりにくい、わかりやすい説明を求める

ということが意見として出されているので、この意見も踏まえ、次期計画の枠

組みの一つに入れ込んでいるものでございます。 

それから、資料７ページ、８ページをご覧いただきたいと思います。京都府

の計画と他府県での計画を比較しております。他府県につきましては、約半数

近くの府県が、私どもの行動計画のような計画をつくっているのですけども、

この資料につきましては、２３年度以降に策定した都県及び京都市の分を比較

して掲載しております。下の方に未分類という形で、京都府の計画には無く他

府県ではあるものを掲載していますが、京都府の場合、行動計画以外にも様々

な食の安心・安全に係る計画を持っており、その中で実施しているものも多く、

結論といたしましては、網囲いをしております放射性物質の検査及び指導が抜

けている程度で、他府県並みの計画と結論づけているところでございます。 

計画の概要の説明は以上でございます。 

 

（会長）  

 ありがとうございます。事前に資料も送っていただいたのですが、改めてご

説明をお聞きして、次の行動計画を策定するに際して、いろんなご意見がある

と思うのですけれども、お聞かせいただきたいと思います。 

 幾つかご説明いただいたのですが、５ページの所にこれまでの第１次、それ

から今年度で終わりますけれども現行の第２次の計画、そこにはその時々の社

会的な状況、いろんな事件を反映して、優先事頄としてその時々に盛り込まれ
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ていったということです。そういう状況を踏まえて、次の計画のところにどの

ような形でそれを継承する、あるいは新しく盛り込む、そういう点についてご

意見をお聞かせいただければと思います。 

今、ご説明のあった部分について質問とか感想でも、ご意見ありましたらど

うぞ挙手をお願いします。 

 最初に計画をつくる時に、全国の状況を情報収集されて参考にするところも

あったかと思うのですが、第２次の計画も現在進行中ですけれども、まとめて

いただいた７、８ページのところで、特に他府県並みとおっしゃいましたけれ

ども、京都府が特にここは優れているのではないかというところを感じておら

れる部分がありましたらお聞かせください。府民との情報交換のあたりは実際

にはかなりやられているという印象があるのですが。 

 

（事務局） 

今おっしゃっていただきましたように、消費者団体との意見交換会、各地域

からご要望があったら京都府の職員が行かせていただいて説明なり意見交換を

させていただくという出前講座。それから、特に昨年はより強化ということで、

リスクコミュニケーションの実施、そういった取り組みをやっております。そ

れについては、本庁だけではなく、各広域振興局、保健所も含めましてかなり

の回数を開催しております。他県との比較ということはきちんとはやっていま

せんが、農政局で情報交換する中で近畿の他府県と比べても決して引けはとっ

てないと思っています。 

ただ、頂いたご意見を我々としてしっかり施策に反映していくという姿勢を

持ってやっているつもりですが、更にしっかりやっていかないといけないと思

っています。それから回数だけではなく中身について、バージョンアップして

いかなければならないと思っています。もう一つはリスクコミュニケーション、

これは放射性物質の関係につきまして、昨年１０回以上開催しており一定成果

もあったのですが、更に今年度以降効果的な取り組みを考えていこうと思って

います。 

 

（会長）  

 ありがとうございます。何かご意見ありますか。 

 

（委員）  

 ６ページの大学生を対象にした調査を見せていただきまして、食に対する情

報は行政の説明では分かりにくいとありますね。いろいろなツールは使うけれ

ども、情報が信用しきれないと書かれているのですけれども、これに関して、
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例えば、どこがわからないのかまで突っ込んで聞かれるということは無かった

のかなと思っています。 

といいますのは、放射能汚染に関しまして、小さい子供さんたちを持った若

いお母さんたちは、これは安全ですよと幾ら説明をしても本当のところを何と

か知りたいという気持ちが非常にあるわけなのですね。私たちの世代の人に聞

きますと、私はいいけれど、孫の話になったらやはり気になりますねという話

になってまいります。 

それで、リスクコミュニケーションでも学習会でも懇談会でも、集まってき

た人たちを説得することは出来るのだと思うのですけれども、分かったけれど

も安心出来ないという人達に対して、懇切丁寧な説明が必要だろうと思うので

すね。今までの出前講座は、例えば、幼稚園だとか保育所だとか、そういうと

ころへ押しかけて行って、とにかくちょっと説明させてちょうだいよというぐ

らいのことは、恐らくなさっていないと思いますけれども、そういうことをや

った方がいいと思います。 

行政としてやれることというのは、本当に安心・安全を担保するために、い

ろんな基準を設け、検査をし、公表し、どういうところで買えばいいよという

ことも含めた指導までは出来ます。この様な形で検査をしていますということ

を、きちっと喋っていただけることによって安心できると思いますので、折角

やっていることが十分に伝わっていないという中で、現場へ出ていくという、

そういうことが必要だと思っているところです。以上です。 

 

（委員） 

 今と同じ感想を持っているのですが、今の２２年から２４年の計画の時に、

それまで柱の最後であった信頼づくりを最初に持って来て、府民参加でやって

いこうということに私も賛同したのですが、この最後の１年で放射性物質の問

題があり、そのことが緊急性を持って必要とされた１年であったと実感してい

ます。各府県の計画比較一覧表も非常に大変な資料を準備していただいてあり

がとうございます。京都府が相互理解と府民参加ということに重点を置いてい

るということが、この表から見ても大変よくわかり、特にこの１年は大変お忙

しい思いをされてご苦労さんだったと思っています。 

 それで、これからの３年間どのように進めていくかということで、一つは基

本的な食の安全、これまでどおりの農薬や添加物や食品の品質管理という点で

の基本的な安全管理と、また尐し質の違う放射性物質という問題に、これから

３年はしっかり取り組んでいただきたいと思っています。私も京都府のリスク

コミュニケーションに参加させていただいて、放射能というものは目に見えな

いのだけれども、日常的にも自然界にもあるということを初めて実感をしたの
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ですけれど、勉強させていただいてそのことを理解する府民をいかにつくって

いくか、広めていくかということが非常に重要だろうと思っています。そうい

う意味で、検査はもちろん十分していかなければなりませんが、意識をどうつ

くっていくかということが非常に重要な３年になるのではないかと思っていま

す。この問題は、原発反対ということにもかかわって、非常に揺れている状態

ですね。何がなんでもノーだと、放射能はゼロでないといけないという極端な

方から、一定のリスクはあるけれど必要だという方まで、非常に幅の広い状況

の中に国民は揺らいでいるという状況です。ただ、反対とか賛成とは別に、や

はりこの問題については、原発がたとえなくなっても放射性物質とは共生をし

ていかなければならないことを踏まえてきちんと理解しておく絶好のチャンス

だととらえ、様々な形で進めていくことは大変重要だと考えています。 

 それから、先ほどの学生さんの調査ですけども、やはりインターネットから

の情報というのは結構あるのですよね。そのインターネットの情報も様々な情

報が飛びかっていて、そこからどう選択していくかという、その能力が問われ

るという難しい問題なのですが、一つは、今、メールマガジンを京都府も発行

していますが、もう尐し充実させていただいて、楽しみながら知識として受け

とめられるという工夫をしていただけたら、ありがたいと思います。以上です。 

 

（会長）  

 ありがとうございました。他にご意見はございますか。 

 

（委員） 

 他の府県はやられていない貝毒プランクトンの監視ですけれども、どういう

形でやられたのか。漁業者が採ったものを検査したのか。あるいは府民の方が

採ってきたものについてされたのか。 

 

（事務局） 

 今ほどのプランクトンの検査でございますけれども、貝毒につきましては、

ご存じのとおり２つの貝毒がございます。１つは麻痺性と、それから下痢性。

これはそれぞれ、植物プランクトンが原因になりまして、二枚貝に蓄積して貝

毒になるということで、その原因のプランクトンが海中でつくられております。

そこで、京都府の農林水産技術センター海洋センターで定期的に舞鶴湾、内湾

域のプランクトンを採取し顕微鏡で見ましてどのくらいの量があるか、量が高

まってきましたら漁業者へ情報を出しまして、漁業者が実際に貝毒の検査をし、

貝毒が出ましたら出荷をストップするということをさせていただいています。 
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（委員） 

 マウスユニットも調べてられるということなのですか。 

 

（事務局） 

 先ほども申し上げましたように、プランクトンの量が高まってきましたら漁

業者が自主検査という形で検査をしまして、４マウスユニット、０．０５マウ

スユニット、これを超えない範囲かどうかをチェックし、超えたら即座に出荷

を止めるという対応をとっています。 

 

（会長） 

 他にございますか。 

 

（委員） 

 私は、ＪＡの組織に長年所属してきたものでして、食については生産の立場、

消費者の立場、いろんな立場から見せてもらって事業に関与してきたという経

験から、食の安心・安全に対しては非常に関心を持っておりました。従って、

２年前に京都府食の安心・安全審議会委員に応募させていただいたのですが、

１回、２回目の審議会は余り理解しないまま進んだということです。２年目に

入りようやく、安心・安全推進条例に基づいて審議会がどういう役割なのかと

いうことがわかり出してきたということです。 

そういうことから考えまして、過去の取り組み成果を整理されておりますけ

れども、今度の第３次の計画は、過去２回の取り組みを踏まえて頄目をまとめ

られるのではないかという気がします。要は、それを具体的にどう施策の中に

反映して、それを審議会でどう検討して報告をしていくかというところにある

のではないかということですね。例えば、先ほどの大学の意識調査にもありま

すけども、大学生だから、こういう答えが出るのです。ところが、これが主婦

だったら、あるいは事業者だったら、また違うと思うのですね。だから、対象

によってどういう情報を集めて集まった情報をどう発信していくかというよう

なことも、具体的に打ち出して行く必要があることを考えますと、インターネ

ットがかなり普及してきていますけども、必ずしもインターネットが一番いい

ということにはならないと考えます。これからの検討課題になりますが、どう

情報を集めてどう発信していくかは、検討してもらわなければならないことと

思っております。 

それから、食育について私は非常に関心を持っておりまして、この行動計画

案の概要の中にもありますけれども、子供の頃から食品の安全性に関する知識

を学ぶ食育を積極的に推進していけばいいと思います。それを具体的にどう推
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進していくのかということを示せるようにしていただきたいなと思います。こ

れは必ずしも子供だけではないので、大人に対する食育も考えてもらう必要が

あるのではないか、と感じましたので申し上げさせていただきます。 

 

（会長） 

 今、事務局の資料のところで大学生のアンケートを出されていますが、尐し

誤解を招く部分もあるので、これは京都府立大学と京都府が地域貢献型の特別

研究を実施した１つの例として出されており、この安心・安全の行動計画の参

考資料という程度でながめるのも一つかと思います。 

それから、今おっしゃいました食育、あるいは情報の収集と発信というのは

大事なことなので、現在進行中の行動計画の１０ページ以降のところの相互理

解と府民参画の１のところに、食育を通じた知識の向上をあげて実際に実施し

ておられますが、この部分をさらに充実することによって、各年代での生産者、

消費者との間での相互理解がすすむよう、次の行動計画の柱の中に、しっかり

と立ててほしいということでよろしいですか。 

他にございますか。 

 １２ページの親子研修会等の開催というところで、２４年度は５回予定され

ているということですね。それから食の体験農場というところも２４年度は５

回予定されているということですので、このように出来るだけ色々な形で開催

していただきたいと思います。 

それから、１４ページの④のところの食に関する指導計画の策定学校数につ

いて御説明お願いできますか。 

 

（事務局） 

 食育の推進ですが、各学校で指導計画をつくりそれに基づいて進めていくと

いうことで、当初この策定の時点では、取り組みがまだ進んでいなかったので

こういう形にしたのですが、結果として既に全校で策定済みとなっております。 

３月の審議会で次の段階を目指すべきだというお話がございましたが、この

食育につきましては、食の安全性に関する知識だけではなく、生産であるとか、

作物の栽培であるとか、地元の農産物だとか、様々なものをそれぞれの学校の

状況、特性に応じて取り組むということでやっています。 

 １つ重要なのが、学校給食を生きた教材として取り組むということもありま

すし、それ以外にも、社会科であるとか様々なカリキュラムの中で取り組まれ

ています。 

 

（事務局） 
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府内の公立の小、中、高等学校、特別支援学校を含めて、全校でそのような

教科や、給食の時間を使い、子供たちに指導をさせていただいています。 

 

（会長） 

 ありがとうございました。他に何かございますか。 

 それで、今、御意見いただきましたけれども、次の行動計画の概要について、

３ページ、４ページにまとめられておりますけれども、枠組みとしては、食を

取り巻く現状及び課題というところで、これまでになかった①のところ、原発

事故による食品の放射性物質への不安の発生、これに取り組む。それから情報

の不足や誤解、あるいは不安感を招くというところへの取り組み、それから３

番目としては、産地偽装や食品表示にかかわることですけれども、そういう大

きな柱の部分について、今後、行動計画の中に盛り込んでいくという案につい

て皆さんのご意見をいただきたいと思います。 

これを大きな方針として了解するということでしたら、この場で了解したい

と思いますが。 

 

（委員） 

 一つ質問、よろしいでしょうか。食品表示関連法が改正されるということで、

食品表示の相談窓口の充実というのは、誰が相談するのですか。 

 

（事務局） 

 後ほど食品表示一元化に向けた国の検討状況を御報告させていただきますが、

食品表示については、食品衛生法、ＪＡＳ法、健康増進法、計量法等複数の法

律がそれぞれの趣旨に基づいて制定されており、消費者にとってはわかりにく

くなっているということが１つあります。それから、生産者、販売者、事業者

の方々にとってもわかりにくく、特に適正表示をしないといけないという意識

を持っておられる方々ほど、悩んでおられる状況がございます。 

現状の京都府の相談体制は、基本的には、食品衛生法の所管、ＪＡＳ法の所

管がそれぞれで対応するという形にはなっていますが、食の安心・安全推進課、

各広域振興局で、食品表示１１０番というものを持っています。この設置は、

ちょっとこれはおかしいのではないかとかいう府民からの相談、どういった表

示をしたらいいのかという事業者からの相談、そのようなものを一元的に受け

付けようということで、我々、食の安心・安全推進課、ＪＡＳ法を所管してい

るところで持っております。基本はＪＡＳ法なのですが、それ以外のものにも、

関連するものについては、連携しながら対応するという形でやっております。

そこのところをもう尐し丁寧な対応を、ということで考えると、現状は充実と
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いう抽象的な表現にしておりますが、他県で実際にやっておられるところを見

ますと、各種法令を一元的に相談対応されているようなところもございますし、

相談を受けた後の対応をそれぞれやられるというようなところもございます。

そういう事例も見ながら、京都府として、現実的にどういう対応ができるのか

というようなことを考えたいと思っているというのが趣旨です。 

 あわせて窓口だけではく、色々な形での勉強会というようなことも含めまし

て、一歩踏み込んだことが出来ないかということを考えています。又、色々ご

意見、こんなことやったらどうかとかいうようなことをいただきましたら、検

討していきたいと思っております。 

 

（委員） 

 福島の問題は過去のものなのですけども、最近、大飯原発を再稼働するとい

う問題があって、大飯というのは隣の県ですので放射性物質の流出事故が起こ

ったらすぐに害を被るのですけれども、府の方でどういう警戒や監視をするの

かというようなお話ができましたらよろしくお願いします。 

 

（会長） 

 後ほど事務局から説明があると思いますが、安心・安全を担保するというこ

とでは実際にモニタリングをやっていて、何かが起これば、危機管理というと

ころで府民に公表する体制はもう出来ていると思うのですが。 

 

（委員） 

 でもこの間の会議で、京都府の山田知事や滋賀県の知事は何もおっしゃらな

かったので。 

 

（会長） 

 発生が放射能であるということだけで、例えばインフルエンザであっても、

食の安心・安全にかかわる事故が発生したことに対しての危機管理体制という

ものは、府の中ではでき上がっていると思うのですけども。それが特に放射能

の場合には、あるいはその原因が原発である場合には、特別な要件が加えなけ

ればいけなのかというのはちょっと。 

 

（委員） 

 近いですから、隣の県ですからね。 

 

（事務局） 
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 原発の関係については、ここの場で言うことではないのかと思いますが、会

長がおっしゃったように、緊急対応の方、まずは人命優先で、府でも色々な対

策をしているところです。その中で、農産物や食品への汚染という次の段階の

話ですが、それについて現状で言いますと、府内産の農林水産物につきまして、

これは基本的に安全性に問題がなく安全なのですけど、今のこういう現状の中

で府民の皆さん、色々不安に思っておられるところがありますので、きちんと

監視をして、モニタリング調査をして、結果として、大丈夫ですということを

発信しております。 

 ただ、万一基準値以上の放射性物質が検出されたときにどのような対応をす

るかという、緊急対応のプログラムは作っていて、その中で想定されるものに

ついては現時点で準備をしておりますし、更に問題が出てくればそれに応じて、

行動計画というような中期的ものではなく、緊急対応としてすぐさまやってい

かなくてはならないという認識です。 

 

（委員） 

 風評被害が起こるという可能性が十分にあるので、もし近くで放射能の流出

があった場合、京都の魚は食べられないということになってしまうので、その

辺りは考えておいていただきたいと思います。 

 

（会長） 

次の行動計画に盛り込むところで、安全管理体制の強化、特にモニタリング

検査をこれまで以上に、ということが３ページのところにも書き込まれており

ますので、その方向で行くのだと思います。 

 ほかに何かございますか。 

 １点希望なのですが、４ページの安心・安全の基盤づくりのところが、他の

部分に比べると弱いのかなという印象を受けます。それで、第１次の時も、現

行の計画でも計画達成度が低いのが気になるところです。現行計画、それから

新計画、５ページですけれども、次回も安心・安全の基盤づくりは継続という

ところなのですが、出来ましたら生産者の方のご努力を京都府としてサポート

しながら、出来れば充実という半歩ぐらい前進した形で次の計画を組んでいた

だければと思います。ＧＡＰ等、生産者に負担を強いることにつながるのです

けれども、こだわり農法、更には加工食品の部分についても、勢いがないかな

という印象を受けるのですけれど。 

 

（事務局） 

 ありがとうございます。ご意見賜りまして、そのように検討していきたいと



 - 12 - 

思います。その中で、当初のアクションプランの時からもそうなのですが、生

産物の品質向上、安全性の向上ということについては、頑張っておられる生産

者の方々のご努力をきちんと評価し、それを府民の皆さまにお知らせしていこ

うというのが基本的な考え方だと思っております。そのような認識のもとに、

ここで書き方は弱いのですが、その取組を消費者にＰＲしたいという思いがご

ざいます。そこのところを更に充実させていきたいと思います。 

 

（会長） 

 他にご意見ございますか。 

 

（委員） 

 今おっしゃっていることと関連するのですけれども、審議会に参加している

者たちは、食の安心・安全への関心がとても高いのですけれど、一般の社会で

いうと必ずしもそうではない、むしろ食の安心・安全とか、生産のことについ

ての意識、関心も低いという現状があるのではないかと感じています。そして、

なぜ、食の不安や不信というのが出てくるのかというと、知らない、正しい知

識を持っていないということも大いにあるのではないかと思います。現に、先

日、滋賀県の食の安全・安心審議会の担当の方と会ったのですが、滋賀県では、

この審議会には２０人ぐらい傍聴者が来られることもあるらしいですね。それ

に、京都府下で食育推進計画をつくっている市町の割合も、まだ５７％しかな

いとなると、これは関心が高いとは言えないと思うのですよね。 

もっと関心を高め、知識を持っていただくことや、息吹を高めていくこと。

放射性物質のことについても知識を持つことや、現場の生産者の方々がどんな

ご苦労をされているのか、福島のあたりの農家の生産者の方々のご苦労とか、

そういった現状をもっと知っていかなければならないと思います。その中で府

の役割を見定めていただいて、市町村を引っ張っていくような、そういう府と

しての役割を果たしていただきたいなと。現場のリスクコミュニケーションだ

けじゃなく、第一線に出ている人たちをもっと引っ張っていただきたい。よろ

しくお願いします。 

 

（会長） 

 情報発信というところで、アドバイスなどありましたら。 

 

（委員） 

 情報の発信は、発信する方は一生懸命発信していると思っているのと、それ

から受け手の方は関心のあるものに対しては貪欲に情報をとりに行こうと思っ
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ているのですけれども、関心がなければ、すぐチャンネルを変え、積極的に取

り込もうとしない。それから、今関心が持たれているニュースには飛びつくけ

れども、そうでないものについては、そんなことよりももっと大事なことがと

いうように、なかなかマッチングしてないのが現状だと思います。これをうま

く取り込んでいこうというのは、本当に難しいことで、ほとんどの媒体が究極

の目標にしていることで、これは本当に難しいことだと思っております。 

 それを含め、国民の食だけでなくて、あらゆるものに対する不信感というの

が非常に根強く大きくなって膨らんでいると思います。この不信感を取り除く

ための施策、取り組みをしていかないと、不信感が大きくなり不安を持つ。不

安感というのは膨らんでいくもので、本当のことを言っていても本当のことで

はないだろうとに勝手に思ってしまうこともある。食べるものですから、蓄積

していくので、値段の高いものでいいのか、広告をどんどん打っているメーカ

ーのものがいいのかというように、非常に選択の基準が、本来のものと違って

きている部分もあると思います。 

 だから、京都の安全につくってもらっている農産物が本当に安全なのかとい

ったら、消費者へもっと心を打つような訴え方をしないと。京都の食品、農産

物は安心ですよと言われたって、そうかということで終わってしまうと思うの

ですね。その辺がちょっと難しいのではないかと思う。不信感を取り除いて、

不安を安心・安全だと思ってもらえるようにするのには、生産者は生産者でそ

れぞれの取り組みを地道に伝えていかないと、ただ単に数値の低いものだけが

安心だとになって、国の基準よりももっと低いもの、本当はゼロに近いものに

となって、それは本当に国民のためになるのかということで、知識を得ること

は大事だと思うのですね。これが一番というものはないので、それぞれの段階

でより安全な、不安にならないようにという取り組みしかないのではと思って

います。 

マスコミもそこに基本的なスタンスをおいて報道すべきだと思っているので

すが、最初に言いましたように、非常に難しい問題だと思います。やっぱり地

道な取り組みしかないのかなと思います。 

 

（事務局） 

 大変いいご意見をいただいていると思っています。尐し話は違うのですけど、

この２０年間、京都府はブランド京野菜等のブランド戦略をやってきたのです

ね。本当に先人たちが頑張って、生産面でのこだわりであるとか色々なＰＲ活

動、特に東京を一つの拠点としてやってきた中で、昨年３月の日経リサーチの

農産物ランキングを見ますと、知名度では１位が丹波の黒大豆、２位が京野菜、

３位が九条ねぎ、４位が宇治茶、５位が野沢菜ということで、ここで初めて他
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府県が入りまして、６位で、また賀茂なすということで、先人、先輩たちが地

道に行ってきたＰＲ活動とか、こだわり栽培でいいものをつくってこられた一

つの成果であると思います。本当にいい事業は色々ご指導いただいてＰＲの仕

方も含めまして、しっかり考えていなくてはと思いますし、これは行政だけで

できるものではございませんので、お集まりの皆さん方、幅広く一緒になって

こうした地道な取り組みを継続的にやっていけるようお願いをしたいと思って

おります。 

特に食育については、しっかり取り組んでいくべきことであると思っており

ますので、幅広くご協力をいただきますよう思っております。 

 

（会長） 

 生産の立場からのご意見を。 

 

（委員） 

 資料ナンバー２ですね、２３年と２４年度の実績なり目標が示されている。

そうすると、５ページで見てみますと、２２年から２４年比は一つの現計画の

最終年度ということで、一定、２３年度までにおいてどの程度出来ているかと

いうことがまずあって、出来ていないところを踏まえて問題課題が出て来てい

るはずなので、そこを踏まえて２５年から２７年の計画を審議すべきだと。と

ころがいきなり新計画はこうですよ、となっているのですよね。２３年以前に

どこまで出来ているのかということを明確にして、問題課題を示すべきだと。 

ところが、１０ページを見たら、この２３年の実績並びに２４年の計画が、「Ｐ

ＤＣＡサイクル」で回しているとあるのですけど、中身を見たら「ＰＤ」で終

わっている。「ＣＡ」がないのです。次期につなぐ問題、課題が何も提起されて

ない。「ＰＤ」でとまっていると、「ＣＡ」がない中で、何をここで検討するの

かということを言いたいと思います。 

もう一つ、余りにも数字にこだわりすぎている。例えば１１ページで、市町

村における食育を通じた知識の向上という計画ですね、これを達成したかどう

かということで数値が示してあるけれど、おしなべてそうなのですけども、中

身がどうかではなくマルかペケなのですね。つくったかつくっていないのか。

１かゼロか、マルかペケかで９０点、全体としては達成していますというのが

１０ページで、１００点中９０点とって、何か文句あるのかみたいな、挑戦的

な表し方なので、そもそも「ＣＡ」の部分がないからこの数値だけでもって、

我々ちゃんとやっていますよと言われても納得しがたいものがあるという感じ

もします。これは１９年から始まって切断されたものではなく、連綿として安

全・安心を向上していこうという流れがあるので、その流れを大切にして計画
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を熟慮していかないと、それぞれが分散してしまって、核心に迫れないと。 

で、会長がおっしゃっていたのはＧＡＰのところですね。 

 

（会長） 

 その前に、今のご意見に関しては、実際には３月にこの２３年度までの実施

状況、それから２４年度についての説明を聞いているわけです。それから、今

日はもう尐し詳しい中身の資料が出て説明を受けました。数値にこだわりすぎ

ということについては、目標ということで量か質かということに関して、質の

評価というのは別の評価基準を設けないと大変難しい部分があるのです。それ

で今おっしゃった、例えば１１ページの数字はあくまでも計画を策定した市町

村の数であり、やはりこういう表現しかないのです。確かにおっしゃる質、中

身については、それぞれのところで先ほども事務局の方から反省点が述べられ

ましたけれども、１の相互理解と府民参画の中身については、反省すべきとこ

ろがあるし、その部分については書き込む必要があると言っているわけで、今

回突然これまでの現行の計画を説明なしで持ち出したわけではないという認識

です。 

 

（委員） 

 ３月は報告ですね。だから次に、計画を立てるという段階では、「ＣＡ」の部

分をやはり問題ごとに抽出していかないと。こういう次年度の行動計画まで定

めようとした場合に、この資料でもってそういうものは導き出せない、と判断

しておりますけども。 

 

（事務局） 

 こちらの方の資料の表現の仕方や説明の仕方がわかりにくかったということ

で申し訳ありません。 

 ９ページ以降の資料につきましては、こういう形で従来からきていますので、

このように表現しておりますが、数値至上主義ということにはならないように

という思いでおります。ただ測定手法として、何か具体的に目に見えるものが

必要だということで、その現状を把握する一つの手法、手段としてこのような

形でやりました。我々としては一つの表現としてこうしていますけれど、おっ

しゃっていただいたように、現状の中身をしっかりと議論してこれからもやっ

ていくべきだと思っております。 

あと、「Ｃ」がないのではということで、確かに不十分だったのかしれません

が、８０％未満の場合、課題と今後の取り組みという形で入れております。そ

れが、「Ｃ」に相当するものという位置づけです。ただ、そうはいいましても、
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１００％達成でも課題がないことではないという認識でおりまして、そういっ

たところが十分表現できてないところは、また考えていきたいと思います。 

個別のところにつきましては、取り組みについてはそういうことですが、そ

れを総括した形で４ページの下のところで、新たな課題、さらに充実・強化す

べき課題ということを文言で出しております。ただここではそれほど具体的に

なっておりませんので、今のようなご意見があったのかと思います。そういっ

た、状況認識や課題の把握、分析について不十分なところがあるかと思ってお

りますので、そういった面で色々とおっしゃっていただけてありがたく思いま

す。 

 

（委員） 

 確かに、私も数値化については全面否定するのとは違って、これはユニーク

なやり方だし、進捗状況を管理するには非常に優れたものですが、今言ったよ

うに、振り返ってどこに問題点があるという時に弱点を露呈してしまう。この

やり方だとそうなるということを言っているのであって、その辺は誤解がない

ようにお願いしたいと思います。 

 それで、ＧＡＰの関係ですね。ここで３８ページですが、これだけ見たら進

んでない、どうなっているの、となってくると思うのです。今、ＧＡＰについ

ては、グローバルＧＡＰとＪＧＡＰのレベルの高いＧＡＰだけを目指して一握

りの生産者が非常にレベルの高い安全・安全の管理を行っていくというよりは、

もっと裾野を広げて、生産者全体がコンプライアンス意識を持ってＧＡＰを進

めていくという方向のほうが、あるべき姿だと思います。この事案、数字から

見ればダメですけども、実質的な取り組みとして、茶の生産者も先進県に準ず

る形で茶独自のＧＡＰを推進しておりますので、この辺についても、次期の計

画の中では工夫をしていただきたいと思うところであります。 

 

（会長） 

 確かに、今おっしゃっていただいた安心・安全の基盤づくりのそれぞれの取

り組みについては、このまま継承するのではなくて、次期の計画ではそういう

ことも踏まえた形で、取り組みの中身をつくっていくということにしていただ

きたい。 

 

（委員） 

 ３ページの行動計画の概要ですが、これがそのまま議会に出されるのでしょ

うか。 
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（事務局） 

 今日のご審議の意見を踏まえ内部で検討を加えた上で、６月議会に報告する

という段取りを考えております。 

 

（委員） 

 例えばというところですけども、第３章の②の食の安心感向上に向けた情報

提供の強化で下線の引いてあるのは、特に強調するという意味ですね。 

 

（事務局） 

 現計画との比較をした場合の違い、強化なり充実というところをアンダーラ

インにしております。 

 

（委員） 

 そうしますと、生産者団体も消費者団体も事業者団体も、それぞれ相当ご努

力をされていると思うのです。そこでここの消費者団体、事業者団体等の意見

交換会とありますのを、生産者団体も入れてもらって、生産者団体も消費者団

体も事業者団体も関連団体ですから、そことの意見交換会を開催するというと

ころをクローズアップしていただいたほうがいいのではという意見です。 

 

（会長） 

 今日いただいた意見を盛り込んで、議会のほうに報告される予定です。 

 

（委員） 

 ２７年ぐらいになってくると、日本の食生活というのはどういうものなのか

とか、それからこれまでもそうだったのですが、事件とか事故が起こってから

の行動計画での後追い的な対応となってきたのですけども、２７年にはどうな

るのかが想定されて、それに対し京都府は取り組んでいきますと。従来こうや

っています、これを更に強化し新しい分野についてはこうやっていきます、と

いった総論的なものが策定の趣旨に盛り込まれていたら、そういう方向を目指

しているのだ、と思えるのだと思うのですけども。 

 

（会長） 

 すばらしいことだと思います。 

 

（事務局） 

 おっしゃるとおり、こういう計画をつくる時には将来のところを見越して、



 - 18 - 

我々も努力していきたいと思いますし、この審議会の中でも今回は概要という

ことで、中身は変わっていくということでありますので、しっかりと現状分析、

課題分析、こういったことが現状と課題のところで、今後文章化する中で押さ

えていきたいと思います。今おっしゃっていただいた３年後をしっかり見越し

た計画、そういうものも目指したいと思います。 

 

（会長） 

 時間も限られていますが、本日の協議事頄の行動計画案の概要について同意

するとしてよろしいでしょうか。 

事務局にお願いしたいのは、本日いただいた意見を盛り込んで行動計画案の

概要をつくっていただきたいということです。 

それでは皆さんが了解していただいたということで、この部分はこれで終わ

りです。 

 それでは報告事頄について、説明をお願いします。 

 

（事務局） 

 資料３、５０ページをご覧いただきたいと思います。これは生食用食品等の

取り扱いということでございますが、前回の３月の審議会のときに生食用食品

の規制の中身について説明をさせていただきましたが、改めまして生食関係、

生食用食肉と、それから牛レバーにつきまして、これまでの国の動き、そして

また府の動きにつきましてご報告をさせていただきます。 

 まず、生食用食肉につきましては、皆さん御存じのとおり、昨年４月に富山

県で飲食チェーン店での腸管出血性大腸菌の食中毒が起きて多くの方が亡くな

られました。それを受けまして、国の方では、規格基準を１０月に施行したと

いうことでございます。京都府といたしましてもこの食中毒の発生後、緊急調

査を実施いたしまして、食中毒の予防推進強化期間、例年は７月からやってい

るのですけど、一月前倒しで対応して調査を実施いたしました。そして、９月

から国が規格基準を制定するという中で、規格基準の周知、そして、監視指導

の継続実施をしてきたところでございます。そして、前回の３月の審議会で御

報告させていただきましたとおり、京都府食品衛生法施行細則、京都府の規則

を改正いたしまして、３つのポイント、１つは営業の施設基準を細則に盛り込

む、そして、届け出制度として、生食用食肉取扱い業者の届出と届出済証の店

舗内に掲示、また、生食のリスクについての注意喚起をする際の、店舗に掲示

する文字の大きさについても決めまして、わかりやすい表示をするという３点

の規則改正を行ったということでございます。 

その後、４月から施行でございますので、保健所へ届出が出てきたところに
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ついては現地調査、立ち入り検査を行ってきたということです。現在、４施設

について届出が出てきているところでございまして、これらにつきましては、

営業施設基準の確認、店舗内掲示、情報提供について確認をした上で届出の受

理を行うというところです。 

引き続きまして、２番の牛レバーのところでございますが、生食用食肉と同

様リスクが高いということで、平成１０年９月に衛生基準が発出されて行政指

導でやってきたわけですけども、７月６日に国から、新たな措置を講じるまで

の間は、生食用牛レバーを提供しないこという行政指導の通知が出ております。

これは牛レバーを原因とする食中毒が平成１０年から２２年の間に１１６件も

あったということで、生食用牛肉を原因とする食中毒は、その時期５件程度と

いうことですので、こちらの食中毒の発生状況は大きいということで、これに

ついても厳しい対応をしていく必要がある。ただし、知見が不足しているので、

必要な調査研究をやっていこうということになっておりまして、３月３１日に、

薬事・食品衛生審議会で見解が出たところでございます。この時に知見を幾つ

か集めたところ、牛の腸管内に腸管出血性大腸菌が存在するということで、２

～９個の菌の摂取で食中毒が発生した事例があるということとか、それからこ

の７月の通知後４件の食中毒事例が発生し、この牛の肝臓を完全に生食でする

ための有効な対策が見いだせないような状況があるということで、２４年３月

３０日、夏の、いわゆる食中毒が発生しやすい時期までに、牛の肝臓の生食を

禁止する方向で手続を進めるという見解が出たところでございます。 

その後、４月９日、厚生労働省は食品安全委員会に規格基準の設定を諮問し、

食品安全委員会が回答を行い、国は５月１８日までにパブリックコメントを行

ってきました。そのパブリックコメントの中身は５１ページに、こういった形

で募集をし、５２ページにありますように６月下旬頃公布、７月１日施行とい

うことで進められているところでございます。基準につきましては、５３ペー

ジに、牛の肝臓を使用して食品を製造加工処理する場合は、それぞれの工程に

おいて６３度、３０分以上加熱殺菌すること、または同等以上の殺菌効果を有

する方法で加熱殺菌すること、ただし、一般消費者が過熱して飲食に供するこ

とを目的して販売する場合は、この限りでないという、こういった規格基準を

設定する方向で、進んできている状況でございます。京都府といたしましては

昨年から、生食用の牛レバーの提供の自粛を指導してきておりまして、引き続

き、規格基準の制定を踏まえながら、監視・指導・啓発を行っていきたいと考

えております。以上でございます。 

 

（事務局） 

 続きまして、資料４ということで、５４ページをお願いします。食品表示に
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係る情報提供ということで考えております。食品表示の一元化ということでご

ざいます。これにつきましては、５４ページに書いてありますように、平成２

３年７月の消費者基本計画の一部改定の中で、現在、食品表示に係る法律とい

うことで、ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法等があり、それぞれの省庁が所

管している中で、事業者、消費者にとってわかりにくいという状況になってお

ります。その対策として、法律を一本化するという検討が進められている状況

でございます。実施時期については、後で言います検討会の結果を踏まえて、

２４年度中に法案提出ということで目指しておられるというところでございま

す。検討会につきましては、右に書いてありますように、昨年の９月３０日を

初回に、今まで８回の会議が行われております。今年の３月から４月につきま

しては、中間論点整理ということで、パブリックコメントを行われておりまし

て、その結果についても、とりまとめがされ、検討会で検討されているという

状況でございます。 

 ５５ページの方で、食品表示に関する制度ということで、現在、ＪＡＳ法、

食品衛生法、健康増進法をすべてクリアする形で表示がされているのですけど

も、重複していたり、個々の品目によって対応が異なったりと難しくなってお

ります。右に例としてヨーグルトの表示が出されておりますけども、下に書い

てありますように、色んな法律がかかわる中で、すべてをクリアする形で記載

されているということでございます。国の動きということで、報告をさせてい

ただきます。以上です。 

 

（会長） 

 ありがとうございました。今の２つの報告について何かご質問ございますか。 

 

（委員） 

 牛レバーのことですが、一般消費者が買う時は、生で売ってもよいというこ

とでしょうか。 

 

（事務局） 

 そうです。５３ページのところにあるように、一般消費者が加熱して飲食に

供することを目的としてということで販売する場合はこの限りでない、となっ

ていますので、売れるということです。 

 

（委員） 

 どのように調理するか、消費者も考えなくてはいけないですね。 
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（事務局） 

 ちょうど食中毒が起こりやすい期間に入ってきますので、保健所や本庁でそ

ういう啓発をきちっとやっていきたいと。 

 

（委員） 

 もう一つ、表示の方なのですけれども、結局どうしようとしているのかポイ

ントだけ教えていただきたい。 

 

（事務局） 

 消費者庁でこれをやられているのですが、逐一資料、議事録、周辺の情報を

集めております。出席委員、それぞれの消費者団体なり事業者のお立場で意見

をおっしゃっておりかみ合ってないというのと、それから違う既存の法律の表

示の入り口の部分のところで議論を始めていて、最終的な着地点が見えないよ

うな状況かと思います。 

 ただ、そうは言いながら、中間案が出ております。これをもとにこれからと

りまとめにかかると思っております。 

ここの資料にありますように、ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、その３

法の共通するところをなるべく取り込んでいきたいが、物理的な表示のスペー

スの中、一定の字数でどれだけのものが盛り込めるかというようなことも含め

まして、議論になっています。 

あわせて加工食品におけます原産地表示の拡大、栄養成分表示についても議

論になっているのですが、そういったものについて、必ず書かないといけない

ものと任意表示のものと、そういった仕分けをどうするのかということを含め

て検討されているように聞いております。最後の段階にきていますので、着地

点を見極めていきたいと思います。 

 

（会長） 

 別冊については何か御説明ありますか。 

 

（事務局） 

これは、ご覧いただいたら結構でございます。 

 

（会長） 

事務局のほうへお返しします。 


